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Ⅰ．緒言

　わが国では，急激な高齢化の進行と国民医療費の増大

を背景に2000年に介護保険法が施行された。しかし，介

護保険施行後も要介護認定者の増加は著しく，2006年に

は要介護状態への移行を予防する目的で「地域支援事

業」が導入された。「地域支援事業」のなかに位置付け

られた介護予防プログラムとして「閉じこもり予防・支

援」が含まれることになった。また，団塊の世代が75歳

以上になる2025年を目途に，重度な要介護状態になって

も，自分らしく人生の最後まで住み慣れた地域で暮らし

続けることができるよう，医療・介護・予防・住まい・

生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステムの

構築の実現を目指して「地域における医療及び介護の総

合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する

法律」１）が施行された。それに伴い改正された介護保険

法において「介護予防・生活支援サービス事業」に介護

予防プログラムが位置付けられた。今後，さらに市町村

の実状に合わせた事業の展開が求められている。「閉じ

こもり」は転倒予防・支援等，他の要介護リスクと重複

している場合が多く１），他の要介護リスクへの対策から

もその重要性が極めて高い２）。さらに，高齢者の「閉じ

こもり」状態は，生活機能低下のリスク因子だけではな

く，要介護への移行や死亡の発生を高めるリスク因子に

なっており３，４），高齢者の「閉じこもり予防・支援」を

行うことは，要介護認定高齢者の増加及び介護保険給付

費の増加５）を抑えることが出来ると考えられる。

　沖縄県の高齢者数は27万人（高齢化率19.0％）で，全

国で最も高齢化率が低く，今後も全国より低い水準で推

移すると見込まれている６）。しかし，沖縄県の過疎地域
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要旨

目的： 過疎地域に暮らす高齢者の「自立群」，「閉じこもり予備群」の実態把握，「閉じこもり予備群」に関連する要因（身

体的要因・心理的要因・社会環境要因）と介護予防支援策を検討することを目的とする。

方法： 在宅高齢者1,209名に閉じこもりに関連する無記名自記式の質問紙調査を実施し，343名（有効回答率28.3％）

を分析対象とした。すでに「閉じこもり」状態にある高齢者を除いた「非閉じこもり群（自立群）」，「閉じこ

もり予備群」を従属変数として，基本属性【年齢，介護保険認定の有無，経済状況】，身体的項目【痛み有無，

転倒有無，聴力】，外出関連項目【主な外出目的/自分運転】，心理的項目【主観的健康感，抑うつ傾向】を独

立変数として強制投入法でロジスティック回帰分析を行った。

結果： 「非閉じこもり群（自立群）」242人（78.1％），「閉じこもり予備群」68人（21.9％）であった。その結果，年齢（OR:1.112, 

95%CI:1.019-1.214），痛み有無（OR:7.661, 95%CI:1.702-34.480），聴力（OR:18.108, 95%CI:2.321-141.286），主

観的健康感（OR:0.300, 95%CI:0.103-0.874）で有意な関連が認められた。

考察： 「閉じこもり予備群」の段階から，痛みや聴力の低下に関する早期のスクリーニングが重要である。痛みによ

る活動制限や聴力低下による他者との交流頻度が少なくなることも推察され，主観的健康感の低さに繋がらな

いよう地域の実状に応じた支援ネットワーク構築の必要性が示唆された。
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に指定されている市町村（以下，過疎市町村）の高齢化

率は23.7％で，県平均を上回り全国並みである７）。また，

過疎市町村は，自然的，地理的制約条件で，その自立は依

然として厳しい状況にあるとされ８），保健・医療・福祉（介

護）に関する地域資源が限られていることが「地域包括ケ

アシステム」推進の阻害要因として指摘されることもあ

る９）。その為，高齢者の「閉じこもり」の関連要因を明ら

かにすることは，限られた資源の中で，地域の自主性や主

体性に基づいた連携体制の構築や運営や地域の特徴に応じ

た「地域包括ケアシステム」の構築に繋がると考える。

　竹内10）は「閉じこもり症候群」をもたらす要因として「①

身体的要因，②心理的要因，③社会環境要因」の３要因を

挙げている。そして，その３要因は互いに密接に関連して

いると考えられている11）。また，「閉じこもり」には，研

究者により様々な定義が用いられ，生活行動範囲，外出頻

度，交流状況，移動能力に分類されている12）。若山ら13）は「基

本チェックリスト」14）の「閉じこもり」に関連する項目の「１

回/週以上の外出の有無」や「昨年と比べての外出の回数」

を用いて，外出が減りつつある高齢者を「閉じこもり予備

群」として定義づけている。今後，「閉じこもり群」だけ

でなく，「非閉じこもり群（以下，自立群）」や「閉じこも

り予備群」への一次予防的が重要になってくると考える。

　これまでも在宅高齢者15，16）を対象とした「閉じこもり」

に関する先行研究はあるが，過疎地域や「閉じこもり予

備群」に焦点をあてたものは少ない。「閉じこもり」へ

の移行を防ぐためにも実態調査と関連要因を検討してい

くことが重要であると考える。以上のことから，過疎地

域に暮らす高齢者の「自立群」，「閉じこもり予備群」の

実態把握，「閉じこもり予備群」に関連する要因（身体

的要因・心理的要因・社会環境要因）と介護予防支援策

を検討することを目的とする。

Ⅱ．研究方法

１．用語の定義

１）過疎地域：過疎地域特別措置法17）により，人口の

著しい減少に伴って地域社会における活力が低下し，

生産機能及び生活環境の整備等が他の地域に比較して

低位にある地域をさす。

２）閉じこもり：「基本チェックリスト」の外出に関す

る２項目を用いて，「自立」は１回/週の以上の外出

がありかつ，昨年より外出回数が減少していない者，

「閉じこもり予備群」は１回/週以上の外出はあるが，

昨年より外出頻度が減少している者，「閉じこもり群」

は外出が１回/週未満の者とした。

２．研究地域

　沖縄県国頭村は本島内過疎４町村に含まれ，北部地

域の中心市街地から最も遠く位置しており，高齢化率

28.4％，要介護認定率22.6％ 18）と今後も急激な増加が予

測され，介護予防が喫緊の課題である。

３．研究対象

　過疎地域に指定されている沖縄県国頭村在住の65歳以

上の全在宅高齢者1,408人を対象とし18），調査票は自治

会長や民生委員らが国頭村に居住していると把握してい

る在宅高齢者1,209人に配布した。

４．研究方法

　調査票は無記名自記式質問紙を用い，調査票配布につ

いては，国頭村役場から各自治会へ定期的に実施されて

いる文書配布に合わせて配布し，回収については，各自

治会公民館，共同売店への回収箱の設置，または自治会

長や民生委員の協力を得て回収を行った。

５．調査期間

　2016年４月５日から７月17日

６．調査項目

　調査項目は，先行研究 ３，４，14，19～24）を参考に作成した。

１）基本属性：年齢，性別，家族形態，最終学歴，経済

状況，介護保険認定の有無，病気の有無。

２）外出関連項目：基本チェックリスト「閉じこもり」

に関する２項目（１回/週以上の外出の有無，昨年と

比較した外出頻度），主な外出目的（先行研究と対象

特徴を考慮し作成）。

３）身体的項目：痛み有無，過去１年間の転倒有無，視

力（日常生活上の支障の有無），聴力（日常生活上の

支障の有無）。

４）心理的項目：主観的健康感（健康である，健康で

ない），うつ傾向（高齢者の抑うつ尺度（Geriatric 

Depression Scale：GDS） の30項目を15項目に短縮し

た短縮版GDS15を使用，各項目「はい」１点，「いいえ」

２点の２件法で，得点が高いほど精神的健康状態が悪

い）。カットオフポイントは６点とし，６点以上を抑

うつ傾向有り，６点未満は抑うつ傾向無しとした24）。

５）社会環境項目：老研式活動能力指標（古谷野らによっ

て開発された評価方法で，各項目「できる」を１点，「で

きない」を０点として評価し，手段的ADL（５点満点），

知的ADL（４点満点），社会的活動度（４点満点）か

らなる。総計を高次ADLスコア（13点満点）として

集団間の比較にも使用することができる），主な交通

手段（先行研究と対象特徴を考慮し作成），知人・友人，

別居家族との交流状況とした（先行研究と対象地域の

特徴を考慮し作成）。

７．分析方法

　対象者を閉じこもり状態で「自立群」，「閉じこもり予

備群」２群に分類し，「基本属性」「外出関連項目」「身

体的項目」「心理的項目」「社会環境の項目」の項目を比

─ 14 ─

名桜大学紀要　第24号



較した。その比較において，質的変数にはχ2 検定（Fisher

の直接確立法），量的変数については，Mann-Whitneyの

U検定を行った。さらに，χ2 検定（Fisherの直接確立法

検定），またはMann-WhitneyのU検定でｐ＜0.001で有

意差が認められた項目を独立変数，閉じこもり状態「自立」

「閉じこもり予備群」を従属変数とし，ロジスティック回

帰分析（強制投入）を行った。統計解析にはIBM SPSS 

Statistics　Ver24.0を使用した（有意水準５％未満）。

８．倫理的配慮

　国頭村役場，国頭村自治会長に対し，研究協力依頼書

を用いて本研究の主旨や方法，結果の処理，利益，不利

益について説明を行い，同意が得られた行政区の在宅高

齢者へ調査票と共に，研究の主旨や方法，倫理的配慮等

の内容が記載された研究協力依頼書を配布し，返送を

もって同意とみなした。また，本研究は名桜大学倫理審

査委員会の審査を受け，承認を得た上で実施した。

Ⅲ．研究結果

１．回収率

　調査票は自治会長や民生委員らが国頭村に居住して

いると把握している在宅高齢者1,209人へ配布し，445人

（回収率36.8％）から回答が得られた。そのうち，外出

関連項目の「閉じこもり」に関する２項目 （１回/週以

上は外出していますか，昨年と比べて外出は減っていま

すか）が未記入の者101人を除くと，344人（有効回答率

27.6％）であった。外出関連項目の「１回/週以上の外

出有無」の回答があった者は，「自立群」242人（70.6％），

「閉じこもり予備群」68人（19.8％），「閉じこもり群」

33人（9.6％）であった。本研究においては，すでに「閉

じこもり」状態にある高齢者を除いた，「自立群」242人，

「閉じこもり予備群」68人の合計310人を解析対象とした。

２．閉じこもり状態別の対象者の基本属性（表１）

　年齢77.80（±8.02）歳，性別は男性140人（45.2％），女

性170人（54.8％），閉じこもり状態別では，「自立群」242

人（78.1％），「閉じこもり予備群」68人（21.9％）であっ

た。「自立群」と「閉じこもり予備群」の２群間で有意な

差が認められた項目は，性別（p＜0.05），年齢（p＜0.001），

最終学歴（p＜0.01），介護保険認定の有無（p＜0.001），

経済状況（p＜0.001），病気の有無（p＜0.01）であった。

　性別で「自立群」の「男性」117人（83.6％），「女性」

125人（73.5％）で「男性」の割合が高く，「閉じこもり

予備群」では「女性」45人（26.5％）で「男性」23人（16.4％）

で「女性」の割合が高かった。年齢は「自立群」76

［69.5-82.5］歳，「閉じこもり予備群」83［78.0-88.0］歳

と「閉じこもり予備群」が有意に高かった。

　また，最終学歴では「自立群」は「小学校」24人（64.9％），

「中学校」92人（71.9％），「高等学校」84人（91.3％）

と学歴が高くなるに従い割合が高く，「閉じこもり予備

群」は，「小学校」13人（35.1％），「中学校」36人（28.1％），

「高等学校」８人（8.7％）と学歴が高くなるに従い割合

が低くなっていた。

表１　非閉じこもり群 ( 自立群 ) と閉じこもり予備群の対象者の基本属性

自立
（n=242）

閉じこもり予備群
（n=68）

全体
（N＝310）

p

ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％

中央値［四分位範囲］中央値［四分位範囲］中央値［四分位範囲］

【基本属性】

男性 117 83.6 23 16.4 140 45.2
0.039*

女性 125 73.5 45 26.5 170 54.8

年齢１）（n=309） 平均年齢 77.80±8.02 76［69.5-82.5］ 83［78.0 -88.0］ 78［72.0-83.5］ 0.000***

家族形態２）（ｎ=307） 独居 63 76.8 19 23.2 82 26.7

0.903
夫婦世帯 86 77.5 25 22.5 111 36.2

子どもと同居 76 80.9 18 19.1 94 30.6

その他 15 75.0 5 25.0 20 6.5

最終学歴２）（ｎ=305） 小学校 24 64.9 13 35.1 37 12.1

0.001**
中学校 92 71.9 36 28.1 128 42.0

高等学校 84 91.3 8 8.7 92 30.2

その他 40 83.3 8 16.7 48 15.7

介護保険２）（ｎ=288） 自立（要支援・要介護認定無し） 217 82.5 46 17.5 263 91.3
0.000***

要支援・要介護認定有り 11 44.0 14 56.0 25 8.7

経済状況２）（ｎ=309） 苦しい 54 64.3 30 35.7 84 27.2

0.000***ふつう 173 86.1 28 13.9 201 65.0

ゆとりがある 15 62.5 9 37.5 24 7.8

病気有無２）（ｎ=306） 有り 187 74.5 64 25.5 251 82.0
0.003**

無し 51 92.7 4 7.3 55 18.0

*p＜0.05， **p＜0.01， ***p＜0.001，１）Mann-WhitneyのU検定，２）χ2　検定
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　介護保険認定の有無では，介護保険認定「無し」の者

の割合は「自立群」217人（82.5％），「閉じこもり予備群」

46人（17.5％）と高かったが，介護保険認定「有り」の

者の割合は「自立群」11人（44.0％）より，「閉じこもり

予備群」14人（56.0％）と高かった。また，経済状況を「ふ

つう」と回答した者の割合は「自立群」173人（86.1％），「ゆ

とりがある」と回答した者の割合は「閉じこもり予備群」

９人（37.5％）と高かった。病気の有無では，病気「有り」

と回答した者の割合は「自立群」187人（74.5％），「閉じ

こもり予備群」64人（25.5％）と２群とも高かった。

３．閉じこもり状態別の対象者特性（身体的項目・外出

関連項目）（表２）

　身体的項目で有意な差が認められた項目は，痛み有無

（p＜0.001），転倒有無（p＜0.001），聴力（p＜0.001）であっ

た。痛み有無では，痛み「無し」と回答した者の割合は「自

立群」118人（94.4％），「閉じこもり予備群」では痛み「有

り」58人（33.0％）と高かった。転倒有無では，転倒「無

し」と回答した者の割合が「自立群」189人（83.6％），

転倒「有り」と回答した者の割合は「閉じこもり予備群」

31人（39.2％）と高かった。また，聴力では「支障無し」

と回答した者の割合が「自立群」235人（81.9％），「閉

じこもり予備群」12人（75.0％）と高かった。

　外出関連項目（主な外出目的）で，有意な差が認めら

れた項目は，仕事（p＜0.01），知人（p＜0.01），散歩（p

＜0.05），趣味習い事（p＜0.01），田畑（p＜0.01），介護

デイサービス（p＜0.05）であった。主な外出目的を仕

事と回答した者の割合は「自立群」14人（20.6％），散

歩では「閉じこもり予備群」17人（12.8％），趣味習い

事では「閉じこもり予備群」３人（5.3％），田畑では「閉

じこもり予備群」12人（12.2％），介護デイサービスで

は「自立群」11人（52.4％）と低く，知人では「自立群」

148人（83.6％）と高かった。

表２　非閉じこもり群 ( 自立群 ) と閉じこもり予備群の対象者の身体的項目・外出関連項目

自立
（n=242）

閉じこもり予備群
（n=68）

全体
（N＝310）

p

ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％

【身体的項目】

痛み有無１）（ｎ=301） 有り 118 67.0 58 33.0 176 58.5
0.000***

無し 118 94.4 7 5.6 125 41.5

転倒有無１）（ｎ=305） 有り 48 60.8 31 39.2 79 25.9
0.000***

無し 189 83.6 37 16.4 226 74.1

視力２）（ｎ=308） 支障有り 2 50.0 2 50.0 4 1.3
0.207

支障無し 239 78.6 65 21.4 304 98.7

聴力２）（ｎ=303） 支障有り 4 25.0 12 75.0 16 5.3
0.000***

支障無し 235 81.9 52 18.1 287 94.7

【主な外出目的】（ｎ=310）

仕事１） はい 95 87.2 14 12.8 109 35.2
0.004**

いいえ 147 73.1 54 26.9 201 64.8

用足しや買い物１） はい 190 80.2 47 19.8 237 76.5
0.107

いいえ 52 71.2 21 28.8 73 23.5

知人１） はい 148 83.6 29 16.4 177 57.1
0.006**

いいえ 94 70.7 39 29.3 133 42.9

自治会集まり１） はい 79 82.3 17 17.7 96 31
0.228

いいえ 163 76.2 51 23.8 214 69

公民館デイサービス１） はい 33 82.5 7 17.5 40 12.9
0.468

いいえ 209 77.4 61 22.6 270 87.1

散歩１） はい 98 85.2 17 14.8 115 37.1
0.019*

いいえ 144 73.8 51 26.2 195 62.9

通院１） はい 97 73.5 35 26.5 132 42.6
0.093

いいえ 145 81.5 33 18.5 178 57.4

趣味習い事２） はい 54 94.7 3 5.3 57 18.4
0.001**

いいえ 188 74.3 65 25.7 253 81.6

田畑１） はい 86 87.8 12 12.2 98 31.6
0.005**

いいえ 156 73.6 56 26.4 212 68.4

介護デイサービス１） はい 11 52.4 10 47.6 21 6.8
0.011*

いいえ 231 79.9 58 20.1 289 93.2

その他１） はい 15 75.0 5 25.0 20 6.5
0.780

いいえ 227 78.3 63 21.7 290 93.5

*p＜0.05， **p＜0.01， ***p＜0.001，１）χ2  検定，２）Fisher の直接確率法
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４．閉じこもり状態別の対象者特性（心理的項目・社会

環境項目）（表３）

　心理的項目で有意な差が認められた項目は，主観的健

康感（p＜0.001），抑うつ傾向（p＜0.001）であった。

　主観的健康感で「健康である」と回答した者の割合は

「自立群」184人（88.5％）と高く，「健康でない」と回

答した者の割合は「閉じこもり予備群」43人（42.6％）

と高かった。抑うつ傾向で「無し」と回答した者の割合

は「自立群」161人（89.0％）と高く，「閉じこもり予備群」

32人（42.7％）と高かった。

　社会環境項目で有意な差が認められた項目は，老研式

活動能力指標（p＜0.001），主な移動手段の公共交通機

関（バス・タクシー）（p＜0.05），自分運転（p＜0.001），

他者運転（p＜0.05）であった。老研式活動能力指標は

「自立群」13[14-15]点（p＜0.001），「閉じこもり予備群」

10[7.5-12.5]点（p＜0.001）で，「自立群」が有意に高かっ

た。また，主な移動手段の公共交通機関（バス・タクシー）

と回答した者の割合は「閉じこもり予備群」14人（31.8％）

と高く，自分運転では「自立群」135人（88.2％），他者

運転では「閉じこもり予備群」23人（28.8％）と高かった。

しかし，知人友人の来訪の有無と頻度，別居家族の来訪

の有無と頻度について有意な差は認められなかった。

５． 「閉じこもり予備群」に関連する要因（表４）

　独立変数には各項目（基本属性，身体的項目，外出関

連項目，心理的項目，社会環境項目）にて，「自立群」

「閉じこもり予備群」で有意な差が認められた項目（p

＜0.001），基本属性【年齢，介護保険認定の有無，経済

状況】，身体的項目【痛み有無，転倒有無，聴力】，社会

環境項目【老研式活動能力指標，外出関連項目（主な外

出目的/自分運転），心理的項目【主観的健康感，抑う

つ傾向】を強制投入した。その結果，年齢（OR:1.112, 

95%CI:1.019-1.214），痛み有無（OR:7.661, 95%CI:1.702-

34.480），聴力（OR:18.108, 95%CI:2.321-141.286），主観

的健康感（OR:0.300, 95%CI:0.103-0.874）で有意な関連

が認められた。

表３　非閉じこもり群（自立群）と閉じこもり予備群の対象者の心理的項目・社会環境目

自立
（n=242）

閉じこもり予備群
（n=68）

全体
（N＝310）

p

ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％

中央値［四分位範囲］ 中央値［四分位範囲］ 中央値［四分位範囲］

【心理的項目】

主観的健康感１）（ｎ=309） 健康である 184 88.5 24 11.5 208 67.3 0.000***

健康でない 58 57.4 43 42.6 101 32.7

抑うつ傾向１）（ｎ=256） 有り 43 57.3 32 42.7 75 29.3
0.000***

無し 161 89.0 20 11.0 181 70.7

【社会環境項目】

老研式活動能力指標３）（n=277） 13［14-15］ 10［7.5-12.5］ 12［10-13］ 0.000***

主な移動手段（ｎ=270）

公共交通機関（バス・タクシー）１） はい 30 68.2 14 31.8 44 16.3
0.032*

いいえ 186 82.3 40 17.7 226 83.7

自分運転１） はい 135 88.2 18 11.8 153 56.7
0.000**

いいえ 81 69.2 36 30.8 117 43.3

他者運転１） はい 57 71.2 23 28.8 80 29.6
0.020*

いいえ 159 83.7 31 16.3 190 70.4

徒歩１） はい 34 81.0 8 19.0 42 15.6
0.867

いいえ 182 79.8 46 20.2 228 84.4

その他１） はい 21 77.8 6 22.2 27 10.0
0.761

いいえ 195 80.2 48 19.8 243 90.0

知人友人の来訪の有無１）（ｎ=293） はい 216 80.0 54 20.0 270 92.2
0.282

いいえ 16 69.6 7 30.4 23 7.8

知人友人の来訪の頻度１）（ｎ=283） １回/週以上 138 80.7 33 19.3 171 60.4
0.798

１回/週未満 89 79.5 23 20.5 112 39.6

別居家族の来訪の有無２）（ｎ=289） はい 206 78.6 56 21.4 262 90.7
0.424

いいえ 23 85.2 4 14.8 27 9.3

別居家族の来訪の頻度１）（ｎ=279） １回/週以上 74 77.1 22 22.9 96 34.4
0.456

１回/週未満 148 80.9 35 19.1 183 65.6

*p＜0.05， **p＜0.01， ***p＜0.001，１）χ2 検定，２）Fisher の直接確率法，３）Mann-WhitneyのU検定
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Ⅳ．考察

１．過疎地域における高齢者の「自立群」と「閉じこも

り予備群」の実態と特徴

　本研究において，「自立群」242人（70.6％），「閉じこ

もり予備群」68人（19.8％）であった。外出頻度を定義

として使用している若山ら13）が行った茨城県N市の研究

では，「自立群」548人（64.2％），「閉じこもり予備群」

211人（24.7％），「閉じこもり群」94人（11.0％）であっ

た。本研究の結果は「自立群」の割合が高く，「閉じこ

もり予備群」の割合は低いことが明らかになった。厚生

労働省14）の定義によると，「自立」は１回/週以上の外

出の有無のみで判断されるため，本研究での「閉じこも

り予備群」は「自立」と判断される。「閉じこもり予備群」

から「閉じこもり群」に移行しない為にも，閉じこもり

予防・支援の必要性が示唆された。

２．「閉じこもり予備群」に関連する要因と介護予防支

援策

　本研究において，年齢や痛み有無，聴力（日常生活上

の支障の有無），主観的健康感との関連が認められた。

　本研究では，有意な関連は認められなかったが「自立

群」で経済状況を「ふつう」，「閉じこもり予備群」で「ゆ

とりがある」と回答した者の割合が高かった。先行研究

では「閉じこもり」になるにつれ，経済状況が苦しいと

の報告13）があり，先行研究とは異なる結果が得られた。「閉

じこもり予備群」になる要因として，経済状況以外との

関連が推察される。また，先行研究では年齢が高くなる

につれ閉じこもりのリスクが高くなる13）ことや，聴力低

下は日常生活が自立している高齢者でも外出頻度を減少

させ閉じこもりのリスクを高める可能性を示唆し26），本

研究でも同様な結果が得られた。また，聴力の低下は他

者とのコミュニケーションの問題に加え外出に際し不安

が強くなる27）こと，他者との交流日数にも影響を与え

ている27）ことが報告されている。高齢者の聴力低下は

見落とされやすく，専門職からの対応が遅れがちになる

可能性がある28）。

　また，痛みの有無について，下肢の痛みとその痛みの

強さが外出頻度に影響する25）との報告がある。本研究

では，主な移動手段として自分の運転は関連要因ではな

かったが，有意な差が認められている。自分の運転で外

出が継続できるように，認知機能や身体的機能を維持で

きるような介護予防支援策を講じることが必要であると

考える。閉じこもりの有無や障害者自立度，主な移動手

段によって高齢者の興味のある活動に違いがあることが

報告されおり29），このことからも，高齢者の現状を踏ま

えた活動内容を検討していく必要があると考える。また，

痛みによる活動制限から，自分で運転し外出できなくな

ることも考えられ，交通手段の検討も必要である。

　現在，介護予防事業対象者のスクリーニングの為の基

本チェックリストは全25項目からなり，運動器関係５項

目のうち３項目以上の該当で介護予防事業対象者とな

る。運動器関係２項目「この１年間の転倒有無」，「転倒

に対する不安感」の該当だけでは，介護予防事業対象者

から除外される為，上記２項目（「この１年間の転倒有

表４　「閉じこもり予備群」に関連する要因

オッズ比（OR）
95％信頼区間

下限 上限 p

年齢 1.112 1.019 1.214 0.017

老研式合計 1.106 0.849 1.442 0.456

介護保険 2.282 0.402 12.957 0.352

経済状況 1.891 0.797 4.484 0.148

痛み有無 7.661 1.702 34.480 0.008

転倒有無 0.904 0.279 2.934 0.867

聴力 18.108 2.321 141.286 0.006

主観的健康感 0.300 0.103 0.874 0.027

抑うつ傾向 3.053 0.984 9.472 0.053

自分運転 1.684 0.458 6.190 0.433

モデルχ2　検定　p ＜ 0.001
判別的中率　85.4％    
　介 護 保 険　０：自立，１：要支援・要介護認定有り    
　経 済 状 況　０：ゆとりがある，１：ふつう，２：苦しい    
　痛 み 有 無　０：無し，１：有り    
　転 倒 有 無　０：無し，１：有り    
　聴 　 　 力　０：支障無し，１：支障有り    
　主観的健康感　０：健康でない，１：健康である    
　抑うつ傾向　０：無し，１：有り    
　自 分 運 転　０：いいえ，１：はい    
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無」，「転倒に対する不安感」）に該当または「身体の痛

みの有無」，「聴力検査」の項目を盛り込むことで，早期

のスクリーニングが可能になると考える。また，本研究

では「閉じこもり予備群」の段階から，主観的健康感の

低さが関連しているが，抑うつ傾向に関しては関連が認

められなかった。閉じこもりになるにつれ主観的健康

感が低く，抑うつ傾向がある28）との報告がある。また，

在宅高齢者の閉じこもり発生の予測因子についての報告
28）では，友人・近隣・親族等との交流頻度が少なく人

からの孤立状態が閉じこもりに至ったことや，中田ら30）

の「閉じこもり予備群」を「人や社会との交流を目的

とした外出」が１回/年かそれ以下の者」と操作的定義

した報告では，ADLに支障のない「閉じこもり予備群」

は「非閉じこもり群」に比べ家族との交流が少ないこと

が報告されている。しかし，本研究では「閉じこもり予

備群」において聴力の低下はみられるが，他者との交流

（知人友人の来訪の有無と頻度，別居家族の来訪の有無

と頻度）で有意な差は認められず，他者との交流が維持

できている。そのことからも，抑うつ傾向との関連が認

められなかったと推察される。国頭村は古くからの繋が

りがあり，隣近所の知人友人宅を訪問することが日課に

なっていると考えられる。しかし，今後，地域の高齢化

が進むとその日課の継続が難しくなると考えられ，社会

的な繋がりが少なくなり，抑うつのリスクが高くなると

考えられる。世代間交流による実践活動は，高齢者の主

観的健康感を醸成する効果もあることから31），自治会長

や民生委員，地域で暮らす子どもを含めた見守り支援等

のネットワーク構築の必要性が示唆された。　

Ⅴ．結論

　「閉じこもり予備群」の段階から，痛みや聴力の低下

に関する早期のスクリーニングが重要である。痛みによ

る活動制限や聴力低下による他者との交流頻度が少なく

なることも推察され，主観的健康感の低さに繋がらない

よう地域の実状に応じた支援ネットワーク構築の必要性

が示唆された。

Ⅵ．本研究の限界および課題

　本研究では，沖縄県過疎地域国頭村に暮らす高齢者の

「過疎地域に暮らす高齢者の「自立群」，「閉じこもり予

備群」の実態把握と「閉じこもり予備群」に関連する要

因（身体的要因・心理的要因・社会環境要因）と介護予

防支援策を検討することを目的とした。しかし，有効回

答率27.6％であること，調査対象地域が過疎市町村であ

ることから，一般化するには限界があると考えられる。

また，国頭村内でも交通の利便性の違いもあり，地域の

特徴があると考えられる。その為，今後はサンプル数を

増やし，各自治会区の特徴を検討していく必要があると

ともに，縦断的に調査していく必要がある。
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The Status of and Relevant Factors for “Preliminary Home-
Bound” Elderly People Living in a Depopulated

Region of Okinawa Prefecture

MATSUDA Megumi, NAGATA Miwako, SHINJO Megumi 

Abstract

Purpose：This study was made to understand the status “Self-Supported Group” and “Preliminary 

Home-Bound Group” living in depopulated regions as well as discussing the factors relevant 

to “Preliminary Home-Bound Group” （physical，psychological and sociological factors） and 

nursing-care preventive/assistance measures.

Method：A self-administered anonymous questionnaire regarding home-bound people was conducted 

with 1,209 home-bound elderly people. It were distributed to 343 subjects （response rate: 

28.3%）.

 A logistic regression analysis was performed with setting “Non-Home-Bound （Self-Supported） 

Group” and “Preliminary Home-Bound Group” as dependent variables excluding those already 

in the state of “Home-Bound”. 

Result： They consisted of 242 “Non-Home-Bound （Self-Supported） Group” （78.1%） and 68 

“Preliminary Home-Bound Group” （21.9%）. The forced entry method was applied to the 

following items，As an explanatory variable : Basic Attributions【Age/Presence of Long-

Term Care Insurance System/Economic Status】， Physical Items【Presence of Pain/Presence of 

Fall/Hearing Ability】,Outing-Related Items【Main Outing Purposes/Driven by Subject】and 

Psychological Items【Subjective Sense of Well-being/Tendency of Depression】. Consequently，

a significant correlation was found in the following categories: Age （OR:1.112，95%; CI:1.019-

1.214）， Presence of Pain （OR:7.661，95%; CI:1.702-34.480）， Hearing Ability （OR: 18.108， 95%; 

CI:2.321-141.286），Subjective Sense of Well-being （OR:0.300 95%;CI: 0.103-0.874）. 

Discussion：It is important to do an early screening test regarding pains and the decreasing hearing 

ability from the stage of “Preliminary Home-Bound Group”. Based on the assumption that 

their activities are restricted due to pains and their less-frequent communications with 

others are caused by hearing loss，the necessity of building an assistance network tailored to 

local circumstances has been suggested so that such factors will not be led to their lowering 

subjective sense of well-being.

Keywords:  Preliminary Home-Bound Group，Elderly People，Depopulated Region， Okinawa 

Prefecture
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